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基金（市の貯金）で収支を賄える基準 財政再生基準（下回ると財政再生団体）

市財政計画（長期財政見通し)

公社の市への債務が解消
公社の金融機関への
 債務が解消

※債務保証契約に基づく
　責任負担

※③と④の差額
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津
山
市
土
地
開
発
公
社
の
解
散
に
向
け
て

　
市
で
は
、
長
年
の
懸
案
と
な
っ
て
い
る
津
山
市
土
地
開
発
公
社
に
つ
い
て
、
市
民

の
将
来
負
担
を
軽
減
し
、
未
来
に
向
け
た
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に
、
平
成
25

年
度
中
に
解
散
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　
多
額
の
債
務
を
抱
え
る
同
公
社
を
清
算
す
る
に
あ
た
り
、
公
社
設
立
の
背
景
、
こ

れ
ま
で
の
経
緯
や
現
状
、
整
理
解
散
の
必
要
性
な
ど
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
都
市
再
生
推
進
室
☎
32‐

２
０
０
６
、
財
政
課
☎
32‐

２
０
２
０

【現状】 公社債務（借入金）115億円（利息を含む)

115億円の求償

53億円の代物弁済

62億円の債権放棄
115億円の返済

115億円の借入

③公社に弁済額を求償する

④公社保有地などにより
　代物弁済する

②公社借入金を代位弁済
　する

①三セク債を借り入れる

公
社
借
入
先
金
融
機
関

金
融
機
関

津　
　

山　
　

市

公　
　
　
　

社

⑤市が債権を放棄する

平成 25年度 平成 35年度 平成 45年度 平成 55年度

※金額は平成25年４月時点の想定額

150
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50

0

50
基金で賄える額を超過
（平成31年度）

億円 累積収支の黒字化
（平成50年度）

（
累
積
収
支
の
額
）

財政再生基準を超過
（平成37年度）

公社の解散スキームのイメージ ■
土
地
開
発
公
社
と
は

　
土
地
開
発
公
社
は
、
地
域
の
秩
序
あ
る
整

備
を
図
る
た
め
に
必
要
な
用
地
の
取
得
や
造

成
、
管
理
な
ど
を
行
わ
せ
る
目
的
で
地
方
自

治
体
が
設
立
で
き
る
法
人
で
す
。

■
津
山
市
土
地
開
発
公
社
の
設
立
と
経
緯

　
津
山
市
土
地
開
発
公
社
（
以
下
「
公
社
」）

は
、
昭
和
48
年
８
月
、
市
が
全
額
を
出
資
し

て
設
立
さ
れ
、
学
校
や
道
路
、
公
園
な
ど
の

用
地
の
先
行
取
得
*¹
や
住
宅
団
地
、
工
業
団

地
の
造
成
な
ど
の
事
業
を
行
っ
て
き
ま
し
た
。

公
社
は
、
迅
速
に
土
地
の
購
入
を
行
う
な
ど
、

土
地
の
価
格
が
上
昇
す
る
時
代
に
あ
っ
て
は
、

津
山
市
の
ま
ち
づ
く
り
に
大
き
な
役
割
を
果

た
し
て
き
ま
し
た
。

　
一
方
で
、
公
社
の
借
入
金
や
保
有
用
地
簿

価
*²
は
、
公
共
事
業
に
伴
う
購
入
土
地
の
増

加
や
、
平
成
３
年
の
津
山
産
業
・
流
通
セ
ン

タ
ー
事
業
の
着
手
に
よ
り
、
急
激
に
増
加
し

ま
し
た
。
そ
し
て
、
平
成
13
年
度
に
は
、
借

入
金
が
１
７
７
億
円
に
達
し
ま
し
た
。

　
そ
の
後
、
景
気
後
退
に
よ
る
税
収
減
少
な

ど
の
理
由
に
よ
り
、
市
の
財
政
状
況
が
悪
化

し
た
た
め
、
公
社
が
取
得
し
た
土
地
の
買
い

戻
し
が
進
み
ま
せ
ん
で
し
た
。

　
ま
た
、
日
本
経
済
の
低
迷
や
企
業
の
海
外

流
出
な
ど
に
よ
っ
て
津
山
産
業
・
流
通
セ
ン

タ
ー
へ
の
企
業
立
地
が
進
ま
ず
、
公
社
は
土

地
を
長
期
間
保
有
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

■
公
社
の
現
状

　
公
社
は
、
金
融
機
関
か
ら
借
り
入
れ
を
行

い
、
土
地
を
取
得
し
て
い
ま
す
。
公
社
が
土

地
を
長
期
間
保
有
す
る
と
、
借
入
金
に
か
か

る
利
息
が
土
地
代
に
上
乗
せ
さ
れ
、
保
有
用

地
簿
価
は
上
昇
し
ま
す
。

　
こ
れ
は
、
将
来
世
代
の
負
担
が
増
大
す
る

こ
と
を
意
味
し
ま
す
。

　
平
成
21
年
度
、
公
社
は
、
津
山
産
業
・
流

通
セ
ン
タ
ー
分
譲
地
の
簿
価
と
時
価
と
の
差

額
を
特
別
損
失
と
し
て
計
上
し
、
公
社
の
当

年
度
決
算
は
、
純
損
失
額
が
約
50
億
円
と
大

幅
な
赤
字
に
な
り
ま
し
た
。

　
平
成
23
年
度
末
現
在
の
公
社
の
財
務
状
況

は
、
資
産
額
約
95
億
円
、
負
債
額
約
１
４
９

億
円
と
な
っ
て
い
て
、
累
積
損
失
額
が
約
54

億
円
と
い
う
債
務
超
過
の
状
態
で
す
。

　
平
成
23
年
度
の
公
社
の
決
算
は
、
市
が
借

入
金
の
利
息
の
支
払
い
に
対
す
る
補
助
金
の

交
付
（
利
子
補
給
）
を
行
っ
た
た
め
、
若
干

の
経
常
利
益
を
計
上
し
て
い
ま
す
が
、
実
質

は
赤
字
経
営
が
続
い
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
公
社
の
借
入
金
は
、
市
が
債
務

保
証
を
行
っ
て
い
ま
す
。
つ
ま
り
、
公
社
が

借
入
金
を
返
済
で
き
な
い
時
、
市
が
公
社
に

代
わ
っ
て
そ
の
債
務
を
返
済
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。
も
し
そ
う
な
れ
ば
、
市
が
財
政
再

生
団
体
*³
に
転
落
す
る
危
険
が
生
じ
ま
す
。

■
市
の
こ
れ
ま
で
の
対
策

平
成
18
年
〜

　
「
公
社
経
営
健
全
化
計
画
」
を
策
定
し
、

低
利
子
貸
付
（
34
億
円
）
や
利
子
補
給
を
行

っ
た
り
、
先
行
取
得
用
地
を
公
社
か
ら
買
い

戻
す
な
ど
、
保
有
す
る
土
地
を
減
ら
し
な
が

ら
、
借
入
金
残
高
の
削
減
に
努
め
て
き
ま
し

た
。

　
し
か
し
、
こ
れ
は
、
抜
本
的
な
解
決
を
図

る
計
画
で
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

平
成
21
年
〜

　
民
間
の
有
識
者
で
構
成
す
る
「
津
山
市
外

郭
団
体
経
営
検
討
委
員
会
」
を
設
置
し
、
議

論
を
重
ね
ま
し
た
。

　
当
委
員
会
は
「
こ
の
負
の
遺
産
の
整
理
を

将
来
に
先
送
り
す
る
こ
と
な
く
、
抜
本
的
解

決
を
図
る
た
め
に
も
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革

推
進
債
*⁴（
以
下
「
三
セ
ク
債
」）
の
活
用
を

前
提
に
、
金
融
支
援
に
踏
み
込
ん
だ
ス
キ
ー

ム
（
仕
組
み
）
の
構
築
を
検
討
す
べ
き
」
と

の
検
討
結
果
を
出
し
、
こ
れ
を
受
け
て
市
は
、

公
社
解
散
プ
ラ
ン
の
策
定
作
業
を
進
め
て
き

ま
し
た
。

平
成
24
年
度

　
公
共
用
地
取
得
事
業
特
別
会
計
や
土
地
開

発
基
金
な
ど
を
活
用
し
、
公
社
が
保
有
す
る

先
行
取
得
用
地
の
買
い
戻
し
な
ど
を
行
い
、

公
社
へ
の
貸
付
金
34
億
円
を
回
収
し
ま
し
た
。

■
公
社
解
散
プ
ラ
ン

　
平
成
24
年
11
月
、
市
は
「
公
社
解
散
プ
ラ

ン
」
を
公
表
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
長
期
保

有
土
地
を
抱
え
た
ま
ま
、
多
額
の
利
息
を
金

融
機
関
に
払
い
続
け
る
こ
れ
ま
で
の
手
法
を

見
直
し
、
三
セ
ク
債
を
活
用
し
て
公
社
の
債

務
を
整
理
し
た
上
で
、
公
社
を
解
散
す
る
プ

ラ
ン
で
す
。

　
こ
の
プ
ラ
ン
の
実
施
に
必
要
な
議
案
（
公

社
解
散
議
案
、
三
セ
ク
債
発
行
許
可
申
請
議

案
な
ど
）
は
、
本
年
３
月
定
例
市
議
会
で
議

決
さ
れ
て
い
ま
す
。

■
解
散
す
る
こ
と
の
メ
リ
ッ
ト

　
公
社
を
こ
の
ま
ま
存
続
さ
せ
た
場
合
、
現

在
の
金
利
を
前
提
と
し
て
、
市
が
公
社
に
対

し
て
、
毎
年
、
利
子
補
給
の
み
を
継
続
し

た
と
す
る
と
、
30
年
間
の
市
の
負
担
額
は
約

69
億
円
に
達
し
、
債
務
の
約
１
１
５
億
円
は

減
る
こ
と
な
く
そ
の
ま
ま
残
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

　
一
方
で
、
市
が
三
セ
ク
債
を
１
１
５
億
円

起
債
す
る
場
合
に
は
、
公
社
よ
り
低
い
金
利

で
の
借
り
入
れ
が
見
込
め
る
こ
と
か
ら
、
金

利
を
年
２
％
と
想
定
し
て
も
、
30
年
間
の
利

払
い
の
合
計
は
約
35
億
円
と
な
り
、
利
払
い

を
34
億
円
削
減
で
き
る
と
と
も
に
、
30
年
後

に
は
債
務
も
解
消
さ
れ
ま
す
。

　　
①
市
が
、
三
セ
ク
債
で
１
１
５
億

円
を
借
り
入
れ
る

②
市
が
、
公
社
に
代
わ
っ
て
金
融

機
関
に
借
入
金
１
１
５
億
円
を

弁
済
（
返
済
）
す
る

③
市
は
、
公
社
に
代
わ
っ
て
弁
済

し
た
１
１
５
億
円
を
公
社
に
求

償
（
請
求
）
す
る

④
公
社
は
、
保
有
す
る
土
地
な

ど
で
53
億
円
を
市
に
代
物
弁
済

（
金
銭
の
代
わ
り
に
土
地
で
返

済
）
す
る

⑤
市
は
、
議
会
の
議
決
を
経
て
、

代
物
弁
済
で
不
足
す
る
約
62
億

円
の
債
権
を
放
棄
す
る

　
債
務
整
理
完
了
後
、
市
は
、
公

社
を
解
散
し
て
清
算
処
理
を
行
い

ま
す
。

■
長
期
的
な
財
政
見
通
し
の
必
要
性

　
公
社
の
解
散
後
、
市
は
三
セ
ク
債
で
借
り

入
れ
た
１
１
５
億
円
を
償
還（
返
済
）し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
平
成
27
年
度
以

降
、
大
幅
に
削
減
さ
れ
る
地
方
交
付
税
へ
の

対
処
な
ど
、
大
き
な
財
政
課
題
も
残
さ
れ
て

い
ま
す
。

　
適
正
な
財
政
運
営
を
維
持
し
て
い
く
た
め

に
は
、
今
後
、
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

行
財
政
改
革
の
規
模
な
ど
を
把
握
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

■
財
政
計
画（
長
期
財
政
見
通
し
）

　
市
で
は
、
公
社
解
散
プ
ラ
ン
に
併
せ
て
、

平
成
25
年
度
か
ら
55
年
度
ま
で
の
財
政
計
画

（
長
期
財
政
見
通
し
）
を
公
表
し
ま
し
た
。

　
計
画
で
は
、
財
政
赤
字
を
生
じ
さ
せ
な
い

た
め
に
、
今
後
30
年
間
で
４
５
２
億
円
の
行

財
政
改
革
の
効
果
額
が
必
要
と
試
算
し
て
い

ま
す
。

■
行
財
政
改
革
の
取
り
組
み

　
長
期
財
政
見
通
し
で
示
し
た
行
財
政
改
革

の
効
果
額
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
こ
れ
ま

で
の
職
員
数
や
職
員
給
与
の
見
直
し
な
ど
の

取
り
組
み
に
加
え
、
さ
ら
な
る
行
財
政
改
革

が
必
要
で
す
。

　
具
体
的
な
行
財
政
改
革
の
取
り
組
み
に
つ

い
て
は
、
平
成
25
年
度
に
策
定
す
る
第
９
次

行
財
政
改
革
大
綱
後
期
実
行
計
画
な
ど
で
示

し
て
い
き
ま
す
。

■
ま
と
め

　
公
社
の
設
立
団
体
で
あ
る
市
と
し
て
は
、

現
状
に
至
っ
た
経
緯
と
責
任
に
つ
い
て
重
く

受
け
止
め
、
主
体
的
に
整
理
に
取
り
組
む
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
市
に
は
、
将
来
に
わ
た
っ
て
果
た

す
べ
き
役
割
と
責
任
が
あ
り
ま
す
。
津
山
産

業
・
流
通
セ
ン
タ
ー
へ
の
企
業
立
地
の
促
進

を
図
り
、
将
来
を
見
据
え
た
ま
ち
づ
く
り
を

計
画
的
に
進
め
る
こ
と
も
そ
の
一
つ
で
す
。

　
市
民
の
皆
さ
ま
に
も
、
こ
の
度
の
公
社
整

理
、
解
散
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
ご
理
解

と
ご
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

公
社
解
散
プ
ラ
ン
、
市
財
政
計
画
（
長

期
財
政
見
通
し
）
な
ど
、
詳
し
く
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い

＊¹
先
行
取
得　
市
の
公
共
事
業
に
必
要
な
土
地

を
公
社
が
前
も
っ
て
取
得
す
る
こ
と
で
す
。

　
先
行
取
得
し
た
土
地
は
事
業
が
実
施
さ
れ
る

時
に
、市
に
売
却
し
ま
す
（
市
が
買
い
戻
す
）

＊²
保
有
用
地
簿
価　
土
地
の
価
格
に
借
入
金
の

利
息
や
土
地
を
管
理
す
る
経
費
な
ど
を
加
え

た
金
額
で
、
市
が
買
い
戻
す
時
の
土
地
の
価

格
と
な
り
ま
す

＊³
財
政
再
生
団
体　
実
質
赤
字
比
率
な
ど
の
財

政
指
標
が
、
国
が
定
め
た
基
準
を
上
回
る
団

体
で
、
起
債
（
地
方
自
治
体
の
借
金
）
が
制

限
さ
れ
る
な
ど
、
国
の
管
理
下
で
財
政
の
再

建
に
取
り
組
む
団
体
を
い
い
ま
す

＊⁴
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債　
第
三
セ
ク

タ
ー
や
土
地
開
発
公
社
な
ど
の
抜
本
的
な
改

革
に
必
要
な
経
費
に
充
て
る
た
め
、
平
成
21

年
度
か
ら
平
成
25
年
度
に
限
っ
て
発
行
が
認

め
ら
れ
る
地
方
債
で
、
支
払
い
利
息
の
一
部

に
、
国
に
よ
る
特
別
交
付
税
措
置
が
講
じ
ら

れ
ま
す

　
平
成
25
年
度
に
次
の
手
順
で
公

社
を
解
散
し
ま
す
。


